
G07-Rev.A 
3-8-1 Asia-pacific Import Mart 6F, Asano, Kitakyushu Kokurakita-ku, Fukuoka, JAPAN. Zip:802-0001  

経済産業省の 

「グローバルサウス未来志向型共創等事業」に採択 

タイ王国／廃棄物の脱焼却・埋立型資源循環経済プラットフォーム実証事業を推進 
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GOMIソリューションズ株式会社（本社：北九州市小倉区、代表取締役社長 CEO：関山一

太、以下「当社」）は、このたび、経済産業省がAMEICCに拠出して行われる「グローバルサ

ウス未来志向型共創等事業」において、当社が提案した「タイ王国／廃棄物の脱焼却・埋立

型資源循環経済プラットフォーム実証事業」が採択されたことをお知らせいたします。 

本事業は、タイ王国・タオ島を対象に、混合一般廃棄物および既存埋立廃棄物を含む日量

20トン規模の廃棄物を処理対象とし、前処理、減容、資源回収、エネルギー回収を組み合

わせた循環型廃棄物処理システムの実装・実証を行うものです。焼却や単純埋立に依存し

ない新たな資源循環モデルの構築を通じて、離島・観光地における持続可能な廃棄物処理

の実現を目指します。 

 

「本実証事業の特長と、過去のパラオ実証との違い」 

当社はこれまで、パラオにおいて小規模装置（GXB-1）を用いた実証事業を実施し、海洋プ

ラスチックや廃タイヤなどの処理困難廃棄物を対象に、安全かつ確実な処理の実現性や、

船上での稼働可能性を検証してまいりました。このパラオ実証は、日量数百kg規模の処理

を前提とした技術実証型の取り組みであり、自治体全体の廃棄物処理システムを代替する

ものではなく、限定的・補完的な役割を担うものでした。 

これに対し、今回のタイ・タオ島における実証は、島内で発生する混合一般廃棄物に加え、

既存埋立地に蓄積された廃棄物も含めた島全体の廃棄物フローを対象とする大規模実装
型の実証事業です。処理規模はパラオ実証と比べて大幅に拡大しており、単なる技術確認

にとどまらず、前処理・選別から減容、資源回収、エネルギー回収までを一体的に運用し、

社会実装を前提としたモデルの確立を目指します。 

また、本事業では、自治体等からの廃棄物処理受託によるTipping Feeに加え、金属類、

PET、炭、再生油などの再生資源の売却収益も視野に入れています。これにより、循環型廃

棄物処理の事業性、運営管理体制、オペレーションの再現性まで含めて検証する点が大き

な特長です。 

 

「補助金の意義と期待される成果」 
本事業は、人口約8,000人の観光離島であるタイ・タオ島を対象に、日本発の循環型廃棄物

処理技術を実装・実証し、将来的な横展開と標準化につなげることを目的としています。対
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象となるのは、島内全域から発生する1日数十トン規模の廃棄物であり、単なる小規模な技

術検証ではなく、観光需要の季節変動を含む実運用条件下で、年間365日ベースの運転

データを取得しながら、処理能力、運転安定性、資源回収量、事業性を一体的に検証する

大型実証です。そのため、初期段階においては短期的な収益性のみで事業判断が可能な

案件ではありません。  

 

今回の補助金により、総事業費約10.6億円（補助対象経費約10.6億円、補助金申請額約

7.1億円）規模で、前処理・選別から減容・資源回収までを一体化したシステムを導入し、実

証の立ち上げを加速することが可能となります。事業計画上は、FY2026に設計・製造、

FY2027に据付・実証開始、FY2027～2028に長期実証・評価を進める想定であり、補助金の

活用により、設備導入から実証開始までを概ね1年程度の立ち上げ期間で進められる見込

みです。また、初期投資負担の大幅な軽減により民間資金を呼び込みやすくなり、実証後

の横展開においても、投資回収期間を10年以内に抑える現実的な事業計画の構築が期待

されます。  

さらに、本事業を通じて、自治体からの廃棄物処理受託収益と資源売却収益を組み合わせ

た持続可能な循環型ビジネスモデルを、実運用レベルで確立することを目指します。加え

て、当社の熱分解装置は、従来の焼却方式と比較してCO2排出量を72％削減できると見込

まれており、埋立由来のメタン排出抑制と合わせて、高い環境政策効果が期待されます。ま

た、独自のSmart Waste Management Systemにより、廃棄物投入量、設備稼働状況、回収

資源量を継続的に可視化・分析することで、観光需要の季節変動下でも安定運転が可能

か、また自治体が処理費用を負担する運営モデルが成立するかを定量的に検証できます。  

 

これに対し、補助金がない場合には、約10.6億円規模の初期投資を民間単独で負担する

必要が生じ、設備規模や処理能力を大幅に縮小せざるを得ず、実証開始までに複数年を

要する、あるいは事業着手自体が困難となる可能性があります。その結果、取得できるデー

タは限定的となり、年間365日の運転データ蓄積、自治体負担モデルの検証、他地域展開

に向けた設計・運用の準標準化といった本事業の中核成果も大きく制約されます。  

 

当社は、本補助金を単なる初期投資支援ではなく、本事業を「局所的実証」から「日本発の

循環型廃棄物処理モデルの社会実装・国際展開」へと発展させるための重要な推進力と位

置付けています。申請資料上も、タオ島で得られる成果は、日本の離島、観光地、大規模イ

ベント向けの設計・運用基準づくりへの活用が想定されているほか、タオ島と類似条件のタ

イ国内約40島への展開を前提とすれば、1島当たり約8億円、総額約320億円の設備輸出効

果、さらに1島当たり年間約7,500万円、10年間累計約300億円の運転・保守収益も期待され

ています。今後も当社は、持続可能な資源循環社会の実現に向けて、国内外での事業展

開を加速してまいります。  
 


